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本日の話題内容
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はじめに
１、エネルギー消費の推移
２、家庭部門のエネルギー消費の推移
３、カーボンニュートラルと電化シナリオ
４、ランニングコストはどうなる
５、Fuel Poverty 問題は避けられるか
６、消費者行動の変容がカギ（ナッジ的手法）

おわりに
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はじめに
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カーボンニュートラル社会の実現とは

4

カーボンニュートラル社会を実現するには、供給されるエネル
ギーがすべて脱炭素化されるか、排出される炭素を回収し
空気中に放散させないことが必要である。

供給サイドですべて対応がなされれば、需要側では従前どお
りのエネルギー利用が可能である。

その際、需要サイドにとっての最大の課題はエネルギー供給
コストが従前と大差ないか許容範囲での上昇にとどまることで
あろう。

それ以外にも需要サイドでの対応（電化シフトなど）が必
要になって来るのではなかろうか？

家庭部門を参考に考えてみたい。
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2030年度の温室効果ガス削減目標

2030年度に全体で2013年度比▲46％、家庭部門のCO2は▲66％と最大

（出所）環境省 「地球温暖化対策計画 概要」（2021年10月22日）

！
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１，エネルギー消費の推移
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最終エネルギー消費と実質GDPの推移(1973~2021)
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(注1) Ｊ(ジュール)=エネルギーの大きさを示す指標の一つで、1MJ＝0.0258×10-3原油換算kl。
(注2) ｢総合エネルギー統計｣は、1990年度以降の数値について算出方法が変更されている。
(注3)産業部門は農林水産鉱建設業と製造業の合計。
(注4)1979年度以前のGDPは日本エネルギー経済研究所推計。

出典:資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、内閣府「国民経済計算」、日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧」を基に作成

オイルショック以降、実質GDPは2.5倍。最終エネルギー消費は1.1倍。
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石油危機以降、実質GDPは2.5倍、最終エネルギー消費は1.1倍

• 1973年（第一次石油危機）を基準年に各部門別のエネルギー
消費の推移が語られることが多い。

• この間およそ50年になるが各部門の置かれた状況は大きく変化して
きたことを想起すべきである。

•産業部門では石油危機を契機にエネルギー多消費型産業構造で
ある重厚長大と呼ばれる業種から軽薄短小型の産業に大きくシフト
した。

• また三次産業部門である民生業務部門はその就業人口の増大が
著しい。（50.0%から74.1%へ）

•家庭部門では各家庭の暖房の主力が灯油ストーブによりスタートし
たのがこの時代、冷房はまだぜいたくな製品で普及率も一家に一台
には到底及ばなかった。

•運輸部門の太宗を占める乗用車の普及率は73年では1500万台
程度であったが2018年度では6200万台に達している。
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最終エネルギー消費の見通し（2005年３月）

出典：総合資源エネルギー調査会需給部会第８回会合資料，経済産業省（2004年6月8日）をベースに、その後の実績・見通しを経済産業省資料をもとに
住環境計画研究所が追記
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2005年を契機にエネルギー消費は反転し減少傾向に

•我が国のエネルギー消費は2005年以降目標を大きく下回る水準で
大きく低下し続けている。

• トップランナー制度等次世代省エネ基準の策定は省エネを加速させ
た。

•京都議定書目表達成計画の閣議決定は大きくそれを後押しした。

• リーマンショックによるエネルギー消費急減、加えて東日本大震災によ
る想定外のエネルギー政策の再検討はその後の低エネルギー消費を
定着させたのではないか。

• これらを下支えする政策としての様々なエコポイント制度は消費者の
省エネ行動を促進した。

•これらを受けてその後のエネルギー消費は想定を大き
く下回る省エネルギーを実現しているのが現状。

10
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２，家庭部門のエネルギー消費の推移
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12
（出所）家庭部門のエネ消費量：日本エネルギー経済研究所 計量分析ユニット 編, 2019年版 エネルギー・経済統計要覧（2019）、
世帯数：総務省, 住民台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数(平成30年1月1日現在) (http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/daityo/jinkou_jinkoudoutai-
setaisuu.html)より、エネルギー消費原単位を住環境計画研究所で推計

図．家庭部門におけるエネルギー消費量と世帯数の推移

• 家庭部門のエネルギー消費量は2000年代中頃までは上昇傾向にあったが、それ以降、
特に震災後から減少傾向が続いている。

• 1990年以降も世帯数は堅調に増加している。
• 1世帯当たりのエネルギー消費量でみると、1990年代中頃から減少傾向にあり、2020
年は1985年を下回る。（2013年比でも15%減）
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家庭用エネルギー消費原単位の推移（MJ/世帯・年）

住環境計画研究所「家庭用エネルギー統計年報2020年版」 (2022年2月） 

• 2020年における家庭部門のエネルギー消費原単位は1985年の消費量を2.7％下
回っている。

• 2005年の46.8GJ/世帯・年から2019年には36.1GJ/世帯・年へと23％減少。この
間の年率減少率はマイナス1.7％。

• この減少率が引き続き継続すると2030年には30.3GJ/世帯・年となり2020年の16％
減となる。これは1973年と同水準のエネルギー消費である。
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用途別エネルギー消費原単位と光熱費支出（全国・2020年）
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図．エネルギー消費原単位
合計36.8GJ

暖房7.5GJ、給湯13.2GJ

図．光熱費支出
合計19.9万円

暖房2.8万円、給湯5.9万円

（出所）住環境計画研究所, 家庭用エネルギー統計年報 2020年版, 2022年2月 注：2人以上の世帯、電力二次換算
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図．エネルギー消費原単位
合計32.5GJ

暖房6.1GJ、給湯11.2GJ

図．光熱費支出
合計20.0万円

暖房3.0万円、給湯6.5万円

（出所）住環境計画研究所, 家庭用エネルギー統計年報 2021年版, 2023年2月 注：2人以上の世帯、電力二次換算
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エネルギー種別、用途別消費原単位の推移（中国）
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エネルギー種別 用途別

（出所）住環境計画研究所, 家庭用エネルギー統計年報 2021年版, 2023年2月 注：2人以上の世帯、電力二次換算
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日本の家庭用エネルギー消費は欧米先進諸国に比べて少ない！
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家庭用 用途別エネルギー消費量の国際比較

18

• 日本の世帯あたりの消費量は、アメリカの半分以下、ドイツ他欧州各国の２/３程度.

• 日本の暖房の消費量は特に小さい.他国は長時間全館暖房する習慣であるのに対し、日本は居
室にいるときだけ暖房する間歇個別暖房が主流.

• 一方で照明・家電の消費量は他国に比べて大きいのが特徴
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省エネルギーの進展

19



© 2022 Jyukankyo Research Institute Inc.

JYURI

省エネルギーとは？

•省エネルギーとはそもそも無駄の排除にある。

•決して節約我慢をすることが省エネルギーでは
ない

•わが国の省エネルギーの始まりは、1970年代
半ばの二度のオイルショックに端を発したもの。
急場しのぎとしての窮余の策が節約我慢であ
り、それを省エネルギーと称してスタートしたこと
が省エネルギーにとって不幸の始まりであった。

20
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エネルギー使用量と快適性・利便性の関係
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省エネルギー推進のエンジンは？

1、法律等による規制

省エネ法、トップランナー基準、建物の判断基準、

低炭素社会実行計画等

２、トップのディシジョン

今回の首相の脱炭素宣言、

ハイブリッドカーの市場投入の決断等

３、最終ユーザーの行動

待機電力消費削減への消費者の行動、

ナッジ手法による消費者行動の喚起等

22
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CO2削減技術の使用状況（2020年度）
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2016年
以降の
戸建

戸建全体 集合全体 全体

すべての窓が二重サッシまたは複層
ガラス

68.3% 31.2% 16.7% 24.7%

電気ヒートポンプ式給湯器 43.2% 23.7% 3.4% 14.6%

LED照明（居間） 92.0% 64.4% 55.1% 60.2%

製造時期が2016年以降の冷蔵庫 46.2% 23.9% 27.0% 25.3%

太陽光発電システム 30.6% 12.3% 0.2% 6.9%

太陽光発電システム容量 ※使用世
帯

6.21kW 4.73kW 1.85kW 4.68kW

家庭用蓄電システム 11.3% 2.7% 0.2% 1.6%

家庭用燃料電池 8.7% 2.0% 0.0% 1.1%

家庭用エネルギー管理システム 20.4% 4.2% 1.0% 2.7%

（出所）環境省「令和２年度家庭部門のCO2排出実態統計調査」2022年3月, e-Stat 第1表,第2-3表,第2-5表,第2-6表,第3-6表

• 建築時期が2016年以降の戸建住宅では、CO2削減技術の普及率が高い
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カーボンニュートラル社会とは？

24



© 2022 Jyukankyo Research Institute Inc.

JYURI

パラダイムの大転換に対応可能か？

低炭素社会

脱炭素社会
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脱炭素宣言とは世の中の構造
を根底から問い直すことでは？
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消費者にとってカーボンニュートラルとは？

1. 現在使用しているエネルギーがカーボンフリーに転換され
て供給されるならば消費者は何も努力しなくともカーボン
ニュートラルは実現可能だが。

2. ただしその際、エネルギー価格は変化しないことが理想。

3. 果たしてそのような形でのエネルギーのカーボンフリー化が
実現可能だろうか？

4. エネルギー価格が上昇するとしたら、どの程度までの価格
上昇なら許容可能なのだろうか？

27
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世帯当たりの年間CO2排出量と内訳（2020年度）

• 世帯当たりの年間CO2排出量は2.88トン
• 電気が約2/3を占め、ガスは約2割
• 用途別には、照明・家電製品等が46％、給湯25％、暖房21％

（出典）エネルギー種別： 環境省「令和２年度家庭部門のCO2排出実態統計調査 結果の概要（確報値）」2022年3月
用途別： 環境省「令和２年度家庭部門のCO2排出実態統計調査 資料編（確報値）」2022年3月

図 世帯当たり年間エネルギー種別・ CO2排出量／用途別構成比
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３、カーボンニュートラルと電化シナリオ
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住宅の電化シナリオは実現可能か？

1、最大のネックは既存の集合住宅

・中でも給湯設備のガス、灯油設備から電化設備への変換は現
状ではほとんど不可能では？

・例えばガス湯沸かし器設置スペースへのエコキュートの設置はま
ず無理なのが現状では。建築的なおさまりを徹底的に考慮したソ
リューションモデルが必要。

2､電気代の負担に耐えられるような売電価格が実現するのか？

3、設備機器取り換えに伴うコスト負担に耐えられるのか？

最終的にはすべてのコストが最終消費者である居住者の負担と
なるが、果たして受容されうるのか？

30
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ストック集合住宅へのエネルギー転換は可能か
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住宅種別ストック構成 平成30年住宅・土地統計調査

32

2018年住宅・土地統計調査によれ
ば住宅総数に占める集合住宅は44％
（約2,360万戸）である。これに長屋
建住宅2％を加えると約2,470万戸
である。

これらの相当数は2050年になっても
残存していると考えられる。
ロックインをどうやって避けるか？
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給湯器の大きさは？

(エコジョーズvs.エコキュート）
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全電化改修に伴うへの設備更新のコストは
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•給湯器とIHコンロだけでも総額50万円以上の出費が必
要

•まだ使用に耐えうる状況で消費者はカーボンニュートラルの
ために機器システムの交換を行う(行える）だろうか？

•政策的な支援が必須になるのではないか

•別の視点から考えるとカーボンニュートラルに向けて給湯器
等の膨大な需要が発生することになる。少なく見積もっても
数十兆円規模か？この膨大な買い替え市場に向けての
画期的な商品開発ニーズが生ずるはず

•新たなビジネスチャンスを捕まえるのは誰か

35
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エコキュートの実勢価格例
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４、ランニングコストはどうなる？
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消費支出に占める光熱費支出の推移(家計調査年報より）
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国名
世帯の消費支出額

（円/年）

光熱費（円/年） 光熱費が
消費支出に占める

割合電気 ガス その他 合計

米国
(2015年)

¥6,773,245 ¥164,870 ¥42,328 ¥14,306 ¥221,505 3.3%

英国
（2017年）

¥5,747,833 ¥84,627 ¥55,826 ¥5,035 ¥145,488 2.5%

日本
（2018年）

¥3,447,780 ¥129,175 ¥35,879
¥37,489

¥202,543 5.9%

日本※

（2018年）
¥2,520,000 ¥111,421 ¥54,528 ¥19,684 ¥185,633 7.4%

北海道
（2018年）

¥3,081,024 ¥127,464 ¥33,669 ¥88,519 ¥265,641 8.6%

出所：各種資料に基づき、住環境計画研究所作成

※ 五分位階級別世帯当たり光熱費消費支出（第１分位）
注）米国：為替レートは121円/ドル（2015年における毎月の終値の平均）、英国：為替レートは137円/ポンド（2017年における毎月の終値の平均）

世帯の消費支出額は、全世帯の消費支出額を世帯数で割って求めた値。
その他光熱費に薪の使用分は含まれていない。
日本 : 家計調査年報、2人以上世帯、ガスとは都市ガスのみでLPGはその他に含む

家計消費支出に占める光熱費割合の比較
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５、Fuel Poverty 問題は避けられるか？
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Fuel Poverty問題は避けられるか？

• Fuel Poverty（燃料貧困）とは？

•電気、ガス、その他住宅用燃料の家計支出に占める割合

•イギリスでは、最初の公式定義（1991年）によると、「適
正な居住環境での生活遂行に必要とされるエネルギー利
用に伴う光熱費支出額が家計収入の10％以上となる世
帯は、燃料貧困と言われる」（他国ではまだ公式には定
義されていない）とされている。

•したがって、家計支出に占めるエネルギー費の割合は、燃
料貧困を指摘する重要な指標のひとつである。
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エネルギー価格の目標値は？

• 現在の光熱費支出割合は約6%の水準である。低所得者階層では
7.4%、北海道では8.6%に達している。

• 英国等では家計収入の10%を超えると危険水域（Fuel Poverty問
題）だとみなされている。

• 北海道の支出水準では17%価格が上昇すると極めて厳しい状況に近づく
のではないか。低所得階層でも35%上がると同様な事態となる。

• これらの状況からカーボンニュートラル化によるエネルギー価格の上昇は
20~30%の範囲以内に抑えられることが必要。

我が国においてもすでに光熱費の価格水準は危険水域を超え
始めているのではないか！

この水準を超える事態となるとそれを抑える意味からさらなる省エ
ネルギーにより光熱費支出水準を低下させる以外にないのではな
いか
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６、消費者行動の変容がカギ（ナッジ的手法）
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消費者の積極的な関与なしにネットゼロエミッションは実現できない

（出典）IEA (2021), Net Zero by 2050, IEA, Paris https://www.iea.org/reports/net-zero-by-2050

脱炭素化に必要な排出削減方策の2/3に消費者の行動変容が関係する

「エネルギー関連の製品・サービスを推進するのは最終的に人間であり、社会規範と個人

の選択はエネルギーシステムを持続可能な道に導く上で、極めて重要な役割を果たす」

37%

8%

55%

行動変容と材料効率改善
飛行機利用削減、無駄なエネ
ルギーやプラスチックの削減

など

消費者の積極的関与による

低炭素技術の普及
燃料転換、電気自動車購入な

ど

消費者が直接関与しない

低炭素技術の導入
発電技術・鉄鋼生産など

ネットゼロエミッション化に向けた排出削減における技術と行動変容の役割
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「社会規範」を応用
した他世帯比較

「損失回避性」を応用
した光熱費表現

「選択肢過多」を回避
してアドバイスを厳選

エネルギー消費量を近隣世帯と比較：
ホームエネルギーレポート （オラクル社 (旧・Opower））

（出典）平山、中上、鶴崎他 「ホームエネルギーレポートによる省エネ効果の地域性・持続性に関する実証研究ー省エネ効果の季節性と経年変化ー」、BECC JAPAN 2020、（2020年8月25日）
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（注）上下の点線は95%信頼区間、削減率＝平均介入効果 /（送付世帯エネルギー消費量-平均介入効果）

ホームホームエネルギーレポホームエネルギーレポートん
いート実証による省エネ効果

• 北海道から沖縄までいずれの地域でもどの季節でも平均2％の省エネ効果を確認

• 省エネ効果はレポート送付期間中は少しずつ高まり、送付停止後も1年間は持続を確認
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]
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介入停止 介入停止 介入停止 介入停止

地域別 月別エネルギー削減率

（注）上下の点線は95%信頼区間、削減率＝平均介入効果 /（送付世帯エネルギー消費量-平均介入効果）

1.0～2.8％

（出典）環境省委託事業 「平成29～令和2年度 低炭素型の行動変容を促す情報発信（ナッジ）等による家庭等の自発的対策推進事業（生活者・事業者・地域社会
の「三方良し」を実現する日本版ナッジモデルの構築）」 （実施主体：日本オラクル株式会社、株式会社住環境計画研究所）」
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最新のホームエネルギーレポートの例

（出典）Oracle, Inc. ウェブサイト（2022年11月10日アクセス）
https://docs.oracle.com/en/industries/energy-water/energy-efficiency/her-configuration-v3/Content/Customer_Experience/Progress-Report-Type-HERv3.htm
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一人暮らしを始める大学生に省エネ型家電購入を促すには？（1/2）

（出所）東京都環境局 “行動科学を活用した家庭部門における省エネルギー対策検討会 第4回 資料1-3“. （2018）
. (住環境計画研究所作成資料）
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一人暮らしを始める大学生に省エネ型家電購入を促すには？（2/2）

（出所）東京都環境局 “行動科学を活用した家庭部門における省エネルギー対策検討会 第4回 資料1-3“. （2018）
. (住環境計画研究所作成資料）
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おわりに
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おわりに

•脱炭素は（成功すれば）文明史に残る一大事業

•目標の実現には、消費者の関与、消費者への働きかけが
重要
➢人間の行動特性を踏まえて制度や選択肢を設計して、社会を望ましい方向へ
導く（ナッジする）

➢データとデジタル技術を活用し、効果測定を行って、働きかけ方を改善

•コベネフィットで考える
➢光熱費の削減、気候変動への適応、健康・快適、自分に合ったライフスタイル



© 2022 Jyukankyo Research Institute Inc.

JYURI

国民総動員で取り組むべき大変な課題である

•カーボンニュートラル社会の実現は大
変困難なことであることを国民一人
一人に納得いく形で理解してもらい、
実際に行動に移すことが出来るような
政策を展開すべき。
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カーボンニュートラル社会に向けての検討課題

•脱炭素社会の実現にはまず第一に供給サイドでの対応が
急務である

•そのうえで需要サイドに求められる課題を個別の需要家ごと
にきめ細かく検討していくことが必要である。

•そのためにもエネルギーの使われ方の詳細を把握しておく必
要がある

•最終的なエネルギーコスト負担について需要家への正確な
情報提供が求められる

•設備更新等にかかわる追加的なコスト負担についても同
時に十分な検討がなされることが必要
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カーボンニュートラル社会に向けての検討課題

•電化シナリオだけでは克服できない大きなハードルに
対していかに対応していくかである。

•家庭部門にあっても電力以外のエネルギー源のカー
ボンニュートラル化が必須の課題として浮かび上がっ
てくる。

•特に既存住宅ストック対策においては集合住宅に
おけるガス設備への対応としてメタネーション、水素
利用などといった既存インフラ活用型の対策が避け
て通れない課題となる。

•何より徹底的な省エネルギーの追求が必須である。
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ご清聴有り難うございました

住環境計画研究所

会長 中上 英俊
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